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Ⅰ　序章
わが国の 2018 年 10 月 1 日時点での高齢化率は 28.1％
となり，超高齢社会となっている〔2019，高齢社会白書〕．
2017 年 5 月に改正介護保険法を含む「地域包括ケア強






















2019 年 12 月 3 日受付／ 2020 年 1 月 23 日受理
＊ 1  Takako ISSE




An exploratory study for social workers : the core management skill of 







2019年 8月 10日から2019年 9月 20日までの間であった．社会福祉士の資格の有無についての回答がない，























































































よる郵送調査を実施した．調査期間は，2019 年 8 月 10













回答者の性別 男性 51 名（42.5%）
女性 69 名（57.5%）











平均経験年数 8.63 ± 5.75 年
1 年未満 ： 4 名（ 3.4％）
1 年以上 5 年未満 ：36 名（31.0％）
5 年以上 10 年未満 ：28 名（24.1％）
10 年以上 15 年未満 ：27 名（23.0％）
15 年以上 20 年未満 ：18 名（15.5％）


















































































































































男性 4（7.8％） 47（ 92.2％） 51（100.0％）
女性 0（ 0％） 69（100.0％） 69（100.0％）

















男性 11（21.6％） 40（78.4％） 51（100.0％）
女性 5（ 7.2％） 64（92.8％） 69（100.0％）

















男性 28（57.1％） 21（42.9％） 49（100.0％）
女性 25（36.8％） 43（63.2％） 68（100.0％）



















男性 34（69.4％） 15（30.6％） 49（100.0％）
女性 34（50.0％） 34（50.0％） 68（100.0％）

















男性 13（26.0％） 37（74.0％） 50（100.0％）
女性 7（10.1％） 62（89.9％） 69（100.0％）






















39 歳以下 45（68.2％） 21（31.8％） 66（100.0％）
40 歳以上 22（46.8％） 25（53.2％） 47（100.0％）




















































































































男性 20（40.0％） 30（60.0％） 50（100.0％）
女性 13（18.8％） 56（81.2％） 69（100.0％）






















































男性 8（15.7％） 43（84.3％） 51（100.0％）
女性 2（ 2.9％） 67（97.1％） 69（100.0％）









男性 32（64.0％） 18（36.0％） 50（100.0％）
女性 31（44.9％） 38（55.1％） 69（100.0％）















男性 17（34.0％） 33（66.0％） 50（100.0％）
女性 6（ 8.8％） 62（91.2％） 68（100.0％）

















男性 18（35.3％） 33（64.7％） 51（100.0％）
女性 12（17.6％） 56（82.4％） 68（100.0％）















男性 21（41.2％） 30（58.8％） 51（100.0％）
女性 8（11.8％） 60（88.2％） 68（100.0％）














8.6 年以下 25（42.4％） 34（57.6％） 59（100.0％）
8.6 年以上 25 年
未満 34（60.7％） 22（39.3％） 56（100.0％）















39 歳以下 12（18.2％） 54（81.8％） 66（100.0％）
40 歳以上 2（ 4.3％） 45（95.7％） 47（100.0％）



















39 歳以下 22（33.3％） 44（66.7％） 66（100.0％）
40 歳以上 6（12.8％） 41（87.2％） 47（100.0％）














39 歳以下 18（27.7％） 47（72.3％） 65（100.0％）
40 歳以上 4（ 8.5％） 43（91.5％） 47（100.0％）
合計 22（19.6％） 90（80.4％） 112（100.0％）
有意確率：P＜ .05
（3）仮説の検証
③　社会福祉士の地域包括ケアのケアマネジメント機能
に関する意識度合いについては，「収集した地域の
高齢者の情報から介護予防の視点で支援が必要な本
事例対象者を拾い出した」という＜ PLAN>の段階
や，「地域の関係者から情報を得て，必要時対象者
にかかわれるようにネットワークを活用して情報収
集した」「地域包括支援センターに配置されていな
い他職種の専門性を活用するために，他機関と連携
した」という＜DO＞の段階や，「社会福祉士とし
て大事にしている生活問題再発予防に照らして，実
践上の課題を考え，次なる活動の方向性について明
確化した」という＜ CHECK ＞の段階に関する部
分に対する意識度が高いのではないか．
④　「地域ケア会議に多職種の参加を依頼し，多職種間
での意見交換により，問題解決方法の視野を広げた
り，それぞれの専門性の理解や役割拡大の機会を作
った」「地域ケア会議を通して他職種の専門性や役
割を理解し，資源としての可能性を見出しネットワ
ークを作った」「ケアマネが関わっている要介護状
態の困難事例について共有し検討する機会として地
域ケア会議を活用し，問題解決が図れるように支援
した」といった地域ケア会議に対する意識度は高い
のではないか．
⑤　社会福祉士の地域包括ケアのマネジメント機能に関
する意識度合いについて，社会福祉士の基本的属性
（性別・年齢・相談実務年数）によって統計的に有
意な差がみられるのではないか．
単純集計の結果，「他職種の専門性を活用するため
に，他機関と連携した（92.5%）」②「対象者の生活が
重度化することで複雑化するであろう問題状況を予測
し，在宅生活が長く維持できるようにかかわりを持った
（91.7%）」③「地域とのつながりを考えながら，福祉
専門職としての予防の視点を持って関われることを大事
にした（90.1%）」④「地域の関係者から情報を得て，
必要時対象者に関われるようにネットワークを活用して
情報収集した（88.3%）」という回答が高いことが分か
った．しかし，「収集した地域の高齢者の情報から介護
予防の視点で支援が必要な事例対象者を拾い出した」と
いう＜ PLAN> の段階や「社会福祉士として大事にし
ている生活問題再発予防に照らして，実践上の課題を考
え，次なる活動の方向性について明確化した」という＜
CHECK＞の段階に対する意識度は比較的低いことが明
らかとなった．③の仮説は一部立証されたといえる．
また，④の仮説については，地域ケア会議に対する意
識は，比較的意識度が低いことが明らかとなった．もっ
と多くの社会福祉士が地域ケア会議の機能や役割に対す
る意識を高く持っているかと予想していたが，困難事例
について地域ケア会議で検討したり，地域ケア会議を通
じてネットワークを活用したりする意識はそれほど高く
はなかった．④の仮説は立証されなかったといえる．
⑤の仮説については，女性は，「対象者自身の生活状
況を把握し，できるだけ長い将来にわたって今と同じ生
活を継続できるように重症化を回避する予防的な健康行
動を学習し，主体的に生活管理できるように支援した」
など予防的な視点について，意識した群が，意識しなか
った群よりも統計的に有意な差で多いことが明らかとな
った．
また，年齢については，「地域の関係者から情報を得て，
必要時対象者に関われるようにネットワークを活用して
情報収集した」など，ネットワーク活用の視点について，
年齢が高いほうが，意識した群が統計的に有意な差で多
いことが明らかとなった．
Ⅳ　総合的考察および結論
まず，サービス拒否事例に対する社会福祉士のソーシ
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ャルワーク実践スキルとしては，傾聴・受容や高齢者宅
への訪問の繰り返しという技法については，95.0％を超
える社会福祉士が活用していることが分かった．さらに，
他職種との連携という技法については，約 8割の社会福
祉士が活用したと述べている．仮説以外に，「これまで
高齢者がとってきたコミュニケーション方法や行動を否
定せず，溶け込むように努力した」というジョイニング
の技法や，「サービス拒否が発生するのは，どのような
場面であるか，どのような理由が背景にあるのかという
点について，高齢者の認識度合いを確かめた」という認
知的評価の確認の技法も約 9割の社会福祉士が活用して
いることが明らかとなった．サービス利用を拒否する高
齢者に対して，少しでも寄り添おうとする姿勢が強く見
受けられたといえる．
次に，地域包括ケアのマネジメント機能に対する社会
福祉士の意識の度合いを明らかにすることが主な目的の
2点目であった．今回の調査の結果，「他職種の専門性
を活用するために，他機関と連携した」「地域とのつな
がりを考えながら，福祉専門職としての予防の視点を持
って関われることを大事にした」「地域の関係者から情
報を得て，必要時対象者に関われるようにネットワーク
を活用して情報収集した」といったように，多職種間の
ネットワーク構築を重視しながらアセスメントしたりす
るマネジメント機能に対する意識度が高く，約 9割の社
会福祉士がよくそれを意識していたと回答した．しかし，
仮説で取り上げていたような「地域ケア会議」を通して
の事例検討やネットワーク構築については，それほど意
識度が高くなかったことが分かった．まだまだ地域ケア
会議の開催方法や地域ケア会議の機能には課題がある側
面が垣間見えた．
今後の課題としては，地域ケア会議の開催がどのよう
にして行われているのかという実態を研究することや，
地域ケア会議が社会福祉士のストレス軽減や，サービス
拒否事例の打開策としてどの程度機能しているのかなど
に関する研究が必要であると思われた．
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